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　ことし11月１日から、フリーランス・事業者間取引適正化等法
が施行されます。この法律には、フリーランスに業務委託するすべ
ての発注事業者に課される義務が定められています。そのため、ど
の会社でもその内容を理解しておく必要があります。筆者は、フリ
ーランスからの法律相談窓口であるフリーランス・トラブル110
番の事務責任者として、これまで２万件を超えるフリーランスから
の相談に接してきました。本稿では、フリーランスとのトラブルを
起こさないために、発注事業者が理解しておくべき実務上の重要な
ポイントを解説します。
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ーランス・トラブル110番」の事務責任者を
務める。
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❶ フリーランス・事業者間
取引適正化等法とは

フリーランス・事業者間取引適正化
等法が制定された目的・特徴

１　制定された目的

　フリーランス・事業者間取引適正化等法
（以下、「フリーランス法」とします）は、フ
リーランスと発注事業者間の取引の適正化と、
フリーランスの就業環境の整備を目的に制定
されました。
　取引適正化に関する内容は、下請代金支払
遅延等防止法（以下、「下請法」とします）
を参考に制定されています。
　しかし、下請法と異なり、フリーランス法
では適用を受ける発注事業者の資本金要件は
定められていません。つまり、フリーランス
に業務を委託する場合には、すべてこの法律
が適用されます。
　下請法と比べて、適用される発注事業者の
範囲が極めて広いので、フリーランスに仕事
を発注する会社では、この法律の内容をよく
理解しておく必要があります。
　またフリーランス法には、委託する業務委
託の期間により、適用される規程（条文）が
異なるという特徴があります。
　たとえば、フリーランス法の５条は契約期
間が１か月、13条と16条は契約期間（更新し
た場合も含む）が６か月の業務委託の場合に
適用されます。
　このように、委託する契約の期間で、適用
される条文が異なる点が、下請法との大きな
違いです。

２　労働基準法、独占禁止法、下請法との関係

　フリーランスが事業者である以上、労働基
準法上の労働者には、この法律は適用されま

せん。
　反対に、形式的に契約の名称が業務委託契
約になっていたとしても、その働き方が実質
的には労働基準法上の労働者であると判断さ
れる場合には、労働基準法が適用されます。
　これまでも「優越的地位の濫用」を禁じる
独占禁止法や下請法は、要件を満たしさえす
れば、フリーランスとの取引に関しても適用
されています。
　しかし、これからフリーランス法が施行さ
れると、両法よりフリーランス法が優先して
適用されることになります。

３　フリーランス法の施行日

　フリーランス法は、ことし11月１日から施
行されます。施行日以降に発注事業者からフ
リーランスに業務委託された取引から、法は
適用されます。施行日前に業務委託した契約
についても、その契約が施行日以降に期間満
了により更新される場合は、更新される時点
から適用されます。

フリーランス法の用語の定義・適用
範囲

１　フリーランス（特定受託事業者） とは

　フリーランス法では、フリーランスを「特
定受託事業者」と呼び、次㌻図表１のとおり
定義しています。
　このように、取引の相手方がフリーランス
に該当するか否かは、「従業員」を使用して
いないことが要件となっています。
　フリーランス法の「従業員」とは、次の２
つの要件を満たしたものをいいます。
①　１週間の所定労働時間が20時間以上
②�　継続して31日以上雇用されることが見込
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まれる労働者
　これは、雇用保険の加入要件と同じです。
　このように、業務委託先の事業者が従業員
を使用しているかによって、フリーランス法
の適用を受けるかどうかが決まります。
　発注事業者からすれば、業務委託先の事業
者が従業員を使用しているかは実際相手に聞
いてみないとわかりません。また、時間の経
過によって変動することもあるでしょう。発
注事業者としては、どのように確認・対応す
ればよいでしょうか。

２　フリーランスかどうかの確認

　まず、取引のどの時点で、相手がフリーラ
ンスかどうかを判断するかという点が問題と
なります。
　発注の時点で、相手方が従業員を使用して
いれば、フリーランス法は適用されず、その
取引に関しては以降、フリーランス法は適用
されません。
　次に、発注の時点では従業員を使用してい
なくても、発注後「発注事業者にフリーラン
ス法上の義務が課される時点」において、発
注先が従業員を使用していたのであればフリ
ーランス法は適用されません。
　「発注事業者にフリーランス法上の義務が
課される時点」とは、給付の受領、報酬の支
払い、契約の更新等のタイミングを指します。
フリーランス法が適用されるか適宜確認する
ことが望まれる、と政省令制定の際のパブリ

ックコメントでは説明されています。
　また、その確認方法については、電子メー
ルや、SNSのメッセージ機能など、発注事業
者や受注事業者にとって過度な負担にならず、
かつ、記録に残る方法で確認することが望ま
れる、と説明されています。
　もっとも上記のほかに、同パブリックコメ
ントでの説明では、発注事業者が受注事業者
から「役員」や「従業員」の有無について事
実と異なる回答を得たため、当該発注事業者
が本法に違反することになってしまった場合
であっても、当該発注事業者の行為について
は是正する必要があるため、指導・助言（行
政指導）は行なうことがある、と説明されて
います。
　このように、そもそも相手方の事業者に、
使用する従業員の有無を確認していたとして
も、フリーランス法に違反した場合には免責
されないのです。
　そのため、相手がフリーランスであるか確
認することに労力を割くよりも、フリーラン
ス法を遵守することのほうがはるかに大切な
ことだ、という認識をもって対応することが
必要です。

３　業務委託とは

　フリーランス法でいう「業務委託」とは、
事業者が、その事業のために他の事業者に、

①　物品の製造（加工を含む）
②　情報成果物の作成
③　役務（サービス）の提供

を委託する行為のことをいいます。
　契約の名称で判断するのではなく、取引の
実態に基づき判断しますが、その範囲は下請
法より広くなっています。
　まず「自分のために委託する業務」は下請
法では適用されませんが、フリーランス法で
は適用されます。
　たとえば、フリーランスである税理士に税
務申告や社内の経理の顧問業務を委託するこ

■図表１　 フリーランス法が定義する 
「フリーランス（特定受託事業者）」

業務委託の相手方である事業者であって、
１　個人であって、従業員を使用しないもの
２ 　法人であって、１の代表者以外に他の役

員（理事、取締役、執行役、業務を執行す
る社員、監事もしくは監査役またはこれら
に準ずる者をいう）がなく、かつ、従業員
を使用しないもの（いわゆる一人法人）

のいずれかに該当するもの
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とは、自分のための委託にあたります。この
ようなケースでは下請法の適用はありません
が、フリーランス法は適用されます。
　③の役務（サービス）の提供（以下、「役
務の提供」とします）という概念は極めて広
く、発注事業者がフリーランスに仕事を委託
する場合には、基本的にはフリーランス法の
適用を受けると考えてよいでしょう。

４　発注事業者とは

　フリーランス法では、発注事業者には「業
務委託事業者」と「特定業務委託事業者」と
いう２つの概念が定められています。
　まず、「業務委託事業者」は、フリーラン

スに業務を委託するすべての事業者のことを
いいます。これは、フリーランス法３条で使
用される概念です。発注する側がフリーラン
スであっても、「業務委託事業者」にあたる
ことになります。
　業務委託事業者のうち、

・・個人であって、従業員を使用するもの
・・ 法人であって、２以上の役員があり、また

は従業員を使用するもの

のいずれかに該当するものは「特定業務委託
事業者」とされます。
　「フリーランス以外の発注事業者」ともい
えるでしょう。

❷ フリーランスを
募集する際の注意点

　フリーランスに仕事を委託するために、広
告等で募集する場合の規制も、フリーランス
法で定められています。
　フリーランス法においては、特定業務委託
事業者がフリーランスを募集広告等で募集す
る場合には、
・・虚偽の表示
・・誤解を生じさせる表示
をしてはならず、　さらに、
・・�募集条件を掲載する場合は正確かつ最新の
内容にしておくこと
が義務として求められます。これらの義務を、
「的確表示義務」といいます。

１　虚偽の表示、誤解を生じさせる表示とは

　フリーランスの募集情報を提供するときに、
意図して募集情報と実際の就業に関する条件
を異ならせた場合や、実在しない業務に係る
募集情報を提供した場合等は、「虚偽の表示」
に該当します。
　虚偽ではなくとも、一般的・客観的に誤解
を生じさせるような表示は、「誤解を生じさ

せる表示」に該当します。
　この規定に違反することになる表示の具体
例は、以下のとおりです。

・・ 意図的に実際の報酬額よりも高い額を表示
する（虚偽表示）

・・ 報酬額の表示が、あくまで一例であるにも
かかわらず、その旨を記載せず、当該報酬
が確約されているかのように表示する（誤
解を生じさせる表示）

・・ すでに募集を終了しているにもかかわらず、
削除せず表示し続ける（古い情報の表示）

　また、フリーランスの募集に関する情報を
提供する際には、それが最新の情報であるか
どうかを判断できるように、当該情報がどの
時点で公表されたものなのかを明らかにする
必要があります。

２　規制の対象となる募集方法

　的確表示義務の対象となる募集情報の提供
方法とは、
①�　新聞・雑誌その他の刊行物などに掲載す
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る広告
②　文書の掲出または頒布
③　書面の交付
④　ファクシミリ
⑤　電子メール等
⑥　放送、有線放送またはインターネット等
による募集方法をいいます。
　このなかに、ファクシミリや電子メールな
ど、個別に送信するような方法も含まれてい
ることから、電子メールなどで働き手となる
フリーランスを勧誘するような場合も含まれ
るかと思われるかもしれません。
　しかし、広告等による募集とは、１対１の
関係で契約交渉を行なう前の時点において、
広告等により広くフリーランスの募集に関す
る情報を提供することを指しますので、的確
表示義務が求められる募集とは、１つの業務
委託に関して、２人以上の複数人を相手に打
診する場合をいいます。
　したがって、特定のフリーランスに個別に
勧誘するメールを送る場合は、的確表示義務
の対象とはなりません。　　
　フリーランスとの業務委託契約は、労働者
とは異なり、事業所における就業条件が均一
ではない場合が多く、募集に応じたフリーラ
ンスとの交渉の結果、実際に締結した契約内
容が、募集した条件と異なる場合があります。
　このような場合は、実際に、募集時に示し
た内容と条件が異なっている旨を十分に説明
して、フリーランスがそれを理解したうえで
契約締結すれば、的確表示義務に違反するも
のにはなりません。

３　的確表示義務の対象となる募集情報

　的確表示義務の対象となる募集情報の内容
は、具体的には、
・・「業務の内容」に関する事項
・・�業務に従事する場所、期間および時間に関
する事項
・・報酬に関する事項
・・契約の解除に関する事項
・・�フリーランスの募集を行なう者に関する事
項
などが挙げられます。事項ごとの詳細は、令
和６年厚生労働省告示212号（以下、「指針」
とします）を確認してください。
　しかし、フリーランス法は指針の内容すべ
ての掲載を義務付けるものではありません。
募集情報として掲載する以上は的確な表示が
求められる、ということが趣旨です。
　募集する発注事業者の立場としては、自ら
に有利なポイントを中心に広告等に情報を掲
載することが多いものです。
　それが本来の条件よりもよくなりすぎてい
ないか、職種または業種について実際の内容
と乖
かい

離
り

した名称を用いていないか、掲載した
情報は最新のものなのか等を確認することが
必要です。
　広告には正社員の募集と表示されていたの
に、実際に応募すると業務委託契約を提示さ
れるケース等は、「労働者を募集する」とい
う虚偽の広告等に該当するとして、職業安定
法違反に問われる可能性があるので特に注意
が必要です。

❸ フリーランスに仕事を委託する
場合の注意点

１　取引条件の明示

　取引条件明示義務は、取引条件を文字化し
て共有することで、トラブルを未然に防ぐた

めに設けられたものです。発注事業者にとっ
て非常に重要な規定です。
　フリーランス法３条では、フリーランスに
対して業務委託をした場合、発注事業者は直
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ちに書面または電磁的方法（メール、SNS等）
で取引条件を明示することを義務付けていま
す。これを「３条通知」といいます。
　３条通知は「業務委託事業者」に適用され
ます。すなわち、前述のように従業員を使用
しているか否かにかかわらず、すべての発注
事業者に適用があります。
　そのため、フリーランスからフリーランス
に発注する場合にも適用されます。

２　明示する方法

　発注条件の明示の方法は、発注事業者とフ
リーランス双方の利便性向上の観点から、
①　取引条件を記載した書面を交付する方法
②�　取引条件をメール等の電磁的方法により
提供する方法
のいずれかを発注事業者が選択できます。
　口頭の通知が認められないことは下請法と
同じですが、下請法と異なり、事前にフリー
ランスの承諾を得る必要はありません。
　ただし、電磁的方法により提供する場合、
委託するフリーランスを「特定して」電子メ
ール、ショートメッセージやSNS等のメッセ
ージ機能を送信しなければなりません。
　つまり、発注者からフリーランスへの「ダ
イレクトメッセージ」でなければならないと
いうことです。
　また、電磁的方法により明示をしている場
合でも、フリーランスから求めがあれば、当
該業務委託に係る報酬を支払うまでは、書面
を交付しなければならない点に注意してくだ
さい。

３　明示しなければならない項目

　３条通知により取引条件として明示する事
項は、図表２のとおりです。
　いずれも契約する場合には、当然、定めて
おかなければならない項目です。
　３条通知は、発注事業者がフリーランスと
の間で業務委託をすることについて合意した
場合に、直ちに通知するものです。

　あくまで文字により取引条件を明示するこ
とを義務付けるものなので、契約書の作成を
義務付けるものではありません。もちろん、
契約書を３条通知とすることも可能です。た
だその場合は、契約書に図表２の項目が含ま
れているかぎりは、契約書とは別に改めて通
知する必要はありません。
　いうまでもなく、３条通知は契約当事者が
合意した内容を文字により示すものです。発
注者が、一方的に決めた内容をフリーランス
側に通知したとしても、３条通知とは認めら
れません。

４　通知の時期

　業務委託をした場合は、直ちに取引条件の
明示を行なわなければならない、とされてい
ます。
　しかしそうはいっても、発注するタイミン
グですべての委託内容が決まっていないこと
も多いのではないでしょうか。
　たとえば、ITのシステム開発の業務など
において、開発を発注するタイミングでは具
体的な内容は固まっておらず、業務が始まっ
てから発注事業者とフリーランスがお互いに
話し合いながら、仕様を固めていくことがあ
ります。
　このように正当な理由があるのであれば、
発注のタイミングではなく、内容が定まって

■図表２　３条通知で明示が必要な取引条件

①　給付の内容
②　報酬の額
③　支払期日
④　業務委託事業者・フリーランスの名称
⑤　業務委託をした日
⑥ 　給付を受領する日／役務の提供を受け 

る日
⑦ 　給付を受領する場所／役務の提供を受け

る場所
⑧　（検査をする場合）検査完了日
⑨ 　（現金以外の方法で報酬を支払う場合）

報酬の支払方法に関して必要な事項
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から直ちに明示することは認められます。
　未定事項がある場合には、それ以外の事項
を明示するほか、未定事項の内容が定められ
ない理由および未定事項の内容を定められる
予定期日を明示する必要があります。
　また、発注事業者は当該未定事項について、
フリーランスと十分な協議をしたうえで速や
かに定めなくてはなりません。そして定めた
後は、直ちに、当該未定事項をフリーランス
に明示する「補充の明示」を行なわなければ
なりません。

５　「給付の内容」明示の注意点

　前述の「明示しなければならない項目」の
うち、フリーランスに委託する「給付の内容」
については、３条通知の際に明確に示してお
かないと、フリーランス法５条に定められた
「禁止行為」に該当するか否かの判断の際、
不利になる恐れがあるので特に注意しましょ
う（図表３）。
　フリーランスが成果物を納品する際に、発
注事業者が求めていたものと違ったというこ
とで受取りを拒否したり、受け取ったとして
も報酬の減額を求めたり、成果物の返品をし
たりするほか、繰り返しやり直しを求めたり
することがあります。フリーランスと発注事
業者との間の取引で、とても多いトラブル類
型です。
　発注事業者の立場から、フリーランスが行

なった仕事の内容が求めていた内容に適合し
ていないと評価しても、それが本当にフリー
ランスの責任によるものかどうかが問題とな
るのです。
　フリーランスの責任によるものか否かの判
断の際に、３条通知でフリーランスに求める
給付の内容がそもそも明確にされていなかっ
た場合は、フリーランスの責任とされなくな
ります。
　そのため、発注事業者は３条通知により、
フリーランスに求める給付の内容を明確にし
ておく必要があります。

６　どの程度、明示しなければならないか

　３条通知で給付の内容を明確にすることが
極めて重要だとすると、給付の内容の記載を、
どの程度明確にする必要があるのかという点
が問題となります。
　フリーランスに物品や成果物の納品を求め
る場合には、その品目、品種、数量、規格、
仕様等を給付の内容として明確に記載してお
く必要があります。
　給付の内容の記載は、フリーランスが当該
記載を見て、その内容を理解でき、発注事業
者の指示に即した給付の内容を作成または提
供できる程度の情報を記載することが必要と
されています。
　どの程度まで具体的に記載する必要がある
かは、ケースバイケースの判断になります。
ここで重要なのは、受託者であるフリーラン
スから給付の内容について問合わせがあった
場合には、迅速にフリーランスに対して、求
める給付の内容に関する情報を提供すること
です。
　仮に発注当初に明確に示すことができなく
ても、作業の進捗に応じて発注事業者がフリ
ーランスに、具体的かつ明確な給付の内容を
示すことがポイントといえます。

７　知的財産権に関する注意点

　著作権など知的財産権が発生する業務の場

■図表３　 「給付の内容」が問題になりやすい 
禁止行為

・・ フリーランスに責任がないのに発注事業者
が受領を拒否することの禁止  

（５条１項１号）
・ ・ 報酬の減額の禁止  
（同２号）

・ ・ 成果物の返品の禁止  
（同３号）

・・ 不当な給付内容の変更、やり直しの禁止  
（同条２項２号）
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合、フリーランスに目的物を給付させる（役
務の提供の委託の場合、役務を提供させる）
とともに、業務委託の目的たる使用の範囲を
超えてフリーランスの知的財産権を発注事業
者に譲渡、許諾させる場合には、３条通知の
「給付の内容」の一部として、当該知的財産
権の譲渡、許諾の範囲を明確に記載する必要
があります。

　たとえば、発注事業者がデザインの作成を
委託したとしても、デザインの作成の委託費
を支払えば、発注事業者に著作権が移転する
ものではありません。
　フリーランスに、依頼したデザインの著作
権を譲渡してもらいたいと考えるのであれ
ば、そのことを３条通知で明確に示す必要が
あります。

❹ フリーランスへの
報酬の支払いに関する注意点

支払いの期日について

１　通常の支払期日

　フリーランスの給付を受領した日から60日
以内、かつできる限り短い期間で支払期日を
設定し支払う必要があります。
　支払期日は具体的な日を特定しなければな
りません。支払期日を定めなかった場合には、
給付を受領した日が支払期日とみなされるの
で注意してください。
　また、給付を受領してから60日を超えて支
払期日を定めた場合であっても、受領した日
から起算して60日を経過する日が報酬の支払
期日とみなされます。ここまでは下請法と同
じ規制です。

２　再委託の場合における支払期日の特例

　フリーランス法には、下請法にはない特例
があります。
　それは、発注事業者が他の者から受けた業
務委託の全部または一部をフリーランスに
「再委託」する場合は、他の者から発注事業
者への報酬の支払期日から起算して30日以内、
かつできる限り短い期間内に、発注事業者か
らフリーランスへの報酬の支払期日を定め、
その支払期日までに報酬を支払うことができ

るとされていることです。
　ただしこの場合、発注事業者は３条通知に
より、通常明示すべき事項に加えて、当該フ
リーランスへの委託は、
①　再委託である旨
②　元委託者の氏名または名称
③　元委託業務の対価の支払期日
を示しておかなければなりません。
　なお、元委託者からの支払いが予定する支
払期日から遅れたとしても、当該フリーラン
スへの支払期日をそれに伴い遅らせることは
できません。
　この特例は、フリーランスに委託する発注
事業者も元委託者からの委託を受けている場
合、元委託者からの代金の支払いがない段階
で、先にフリーランスに報酬を支払わなけれ
ばならなくなると、発注事業者の資金繰りが
困難になる場合に留意して定められました。

報酬の額等について

１　報酬の額

　報酬の額は、具体的な金額を記載する必要
があります。
　ただし、たとえば時間単価と作業時間に応
じて報酬が支払われる契約もあり得ます。そ
うしたケースでは、発注時に具体的な金額を
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記載することは困難でしょう。
　その場合には、具体的な金額を算出するた
めの算定方法を明示する方法でもよいとされ
ています。ただし、その場合でも具体的金額
が確定した後には、速やかに当該金額を明示
する必要があります。
　また、知的財産権の譲渡や、譲渡を許諾さ
せることを含めて業務委託を行なう場合には、
当該知的財産権の譲渡・許諾に係る対価を報
酬に加える必要があります。

２　費用負担

　フリーランスが業務を遂行する際の交通費
等の費用に関して、フリーランスが負担する
場合には、その費用等の金額を含めた総額が
把握できるように明示する必要があります。
　たとえば、発注事業者が指定するリース会
社のリース料を支払って、その後、当該リー
ス料をフリーランスに対する報酬から控除す
るという場合です。
　業務委託のタイミングで発注事業者が、フ
リーランスにリース料の負担をしてもらうこ

とをきちんと明示し合意していたのであれば、
報酬からリース料相当額を控除して支払うこ
とはできます。
　しかし、そういった明確な合意がないのに、
報酬から一方的に差し引くといった場合には、
報酬の減額に該当する恐れがあるので注意が
必要です。

３　基本契約がある場合の取扱い

　業務委託をする場合、まず基本契約を定め、
個別の発注の際に、個別契約を結ぶ場合がよ
くあります。基本的事項を基本契約で最初に
決めておき、その後、個別の発注をするよう
な場合です。
　そういう場合は、個別契約の都度、３条通
知を行なう義務が発生します。その際、毎回
基本契約に定めた共通事項を明示することは
不要ですが、基本契約との関連性は明記する
必要があります。
　そのほか、共通事項を明示するときには、
共通事項の有効期間も併せて明示する必要　
があります。

❺ フリーランスに仕事を
発注する事業者の禁止事項

１　概要

　フリーランス法では、図表４のとおり７つ
の禁止事項が定められています。
　この禁止事項は、契約期間が１か月以上の

業務委託が対象となります。

２　１か月以上の契約期間とは

　禁止事項は、１か月以上の業務委託契約に
適用があるとされています。１か月の契約期
間は、以下の考え方で算定されます。
　契約期間の始期は、以下のいずれかの早い
時期をいいます。
・・�業務委託に係る契約を締結した日（３条通
知により明示する業務委託をした日）
・・�基本契約を締結する場合には、基本契約を
締結した日
　契約期間の終期は、業務委託に係る契約が
終了する日、または基本契約が終了する日の

■図表４　７つの禁止事項

①　受領拒否
②　報酬の減額
③　返品
④　買いたたき
⑤　購入・利用の強制
⑥　不当な経済上の利益の提供要請
⑦　不当な給付内容の変更・不当なやり直し
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いずれか遅い日をいいます。
　具体例として、３月１日に業務委託をし、
委託された役務を１週間実施する、という場
合を考えてみましょう。
　役務提供の実施期間が１週間なので、禁止
事項の対象外となるわけではありません。
　たとえば、３月１日に業務委託をして、実
際に役務を提供するのは４月１日から４月７
日という場合を考えてみましょう。役務提供
の終了日は、業務委託された日から１か月を
経過していますので、禁止事項の対象となり
ます。
　実際に役務を提供する期間ではなく、各契
約の締結時から契約の（役務の提供の）終了
時までが算定されるのです。そのため、実際
には多くの業務委託が禁止事項の対象になる
と思われます。

３　禁止行為の内容

①　受領拒否
　フリーランスに責任がないのに、フリーラ
ンスからの給付の受領を拒むことをいいます。
フリーランスの給付の「一部」を受領しない
場合も含みます。
　フリーランスとの間であらかじめ定めた納
期に受領しないことのほか、同意なく契約を
解除して受領しないことや、納期を延期して
当初定められた納期に受領しないことも含ま
れます。
　もちろん、フリーランスに責任がある場合
には、受領を拒否することは可能です。
　しかし「フリーランスに責任がある場合」
とは、給付の内容が、そもそも委託した内容
とまったく適合していなかった場合や、フリ
ーランスからの給付が３条通知に記載された
納期までに行なわれなかったため、その給付
自体が不要になってしまった等の場合に限ら
れます。
　そして３条通知で、そもそも発注事業者が
フリーランスに求める「給付の内容」を記載
していなかったり不明確であった場合には、

発注事業者からフリーランスの給付の内容が
委託した内容に不適合であったという主張は
認められません。
②　報酬の減額
　フリーランスに責任がないのに、業務委託
時に定めた報酬を減額することをいいます。
　具体例としては、
・・�合意なく振込手数料をフリーランスの負担
として報酬額を控除すること
・・�単価引下げ要求に応じないフリーランスに
対して、引下げに応じないならといって、
あらかじめ定められた一定割合を一方的に
控除すること
・・�報酬の総額を変えずに、発注数量のみを増
加させたり、頼んでいる役務の内容を増や
したりすること
が挙げられます。
　減額の名目、方法、金額の多寡は問われま
せん。業務委託後、いつの時点でどのような
方法でいくら減額しても、フリーランス法違
反となります。
　また「フリーランス・トラブル110番」に
非常に多い相談に、違約金や罰金といった名
目で、報酬から別途控除されたというケース
があります。
　フリーランスが、違約金や罰金の内容が契
約書に記載されていることを理解したうえで
合意した場合はともかく、合意したこともな
い項目をつくって勝手に控除した場合は、報
酬の減額の禁止に該当することになる恐れが
あります。
③　返品
　フリーランスに責任がないのに、フリーラ
ンスからの給付を受領した後に、フリーラン
スに返品することをいいます。
　フリーランスに責任があるために返品する
ことが認められるのは、給付の内容が委託し
た内容と適合しない場合、かつ、一定の期間
内に限られます。
　次のような場合は、返品することは認めら
れません。
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・・ ３条通知に委託内容が明記されておらず、
または検査基準が明確でない等のため、フ
リーランスの給付の内容が委託内容と適合
しないことが明らかでない場合

・・ 業務委託後に検査基準を恣意的に厳しくす
ることにより、委託内容と適合しないとし
て、従来の検査基準で合格とされたものを
不合格とする場合

・・給付に係る検査を省略する場合
・・ 給付に係る検査を発注事業者が行なわず、

かつ、当該検査をフリーランスに書面また
は電磁的方法によって委任していない場合

　給付の内容に直ちに発見可能な委託内容の
不適合がある場合には、「受領後速やかに」
返品しなければならないとされています。
　もし、その不備の内容が直ちに発見できな
いような内容であった場合には、給付の受領
後６か月以内であれば返品可能です。
　ただし例外として、一般消費者向けに６か
月を超えて保証期間を定めているような場合
に限って、保証期間に応じて最長１年以内の
返品が可能です。
④　買いたたき
　フリーランスの給付の内容と同種または類
似の内容の給付に対し、通常支払われる対価
に比べて著しく低い報酬の額を不当に定める
ことをいいます。
　買いたたきに該当するか否かは、次のよう
な要素を勘案して総合的に判断されます。

・・ 報酬の額の決定にあたり、特定受託事業者
と十分な協議が行なわれたかどうかなど対
価の決定方法

・・差別的であるかどうか等対価の決定内容
・・ 「通常支払われる対価」と当該給付に支払

われる対価との乖離状況
・・当該給付に必要な原材料等の価格動向

　判断要素に、フリーランスと十分な協議が
行なわれたかどうかという点が含まれている
ことに注意が必要です。

　たとえば、発注事業者がフリーランスに対
して、発注する価格は決まっているといって
一方的に価格を決める場合などは、買いたた
きの判断要素となり得ます。
⑤　購入・利用の強制
　フリーランスに購入または利用しなければ
不利益な取扱いをすることを示唆して、何ら
かの物を購入させたり、サービスを利用させ
たりする行為のことをいいます。フリーラン
スが使う意思はないことを示したにもかかわ
らず、重ねて強制する場合も該当します。
⑥　不当な経済上の利益の提供要請
　協賛金や協力金といった名目を問わず、金
銭の要求や物品の購入、労務の提供等を求め
る行為のことをいいます。
　もっとも、何か経済上の利益を提供するこ
とにより、業務委託に係る物品の販売促進に
つながるなど、フリーランス自身の直接の利
益になるような場合に、自由な意思によって
提供するのであれば、利益を不当に害するも
のとはいえず禁止行為とはなりません。
⑦�　不当な給付内容の変更・不当なやり直し
　フリーランスに責任がないのに給付の内容
を変更させ、または給付を受領した後（役務
提供の場合は、当該役務の提供を受けた後）
に給付をやり直させることにより、フリーラ
ンスの利益を不当に害することをいいます。
　「給付の内容を変更させる」とは、発注事
業者が給付の受領前に、フリーランスに、３
条通知に記載された「給付の内容」を変更し、
当初の委託内容とは異なる作業を行なわせる
ことをいいます。
　「給付をやり直させる」とは、発注事業者
が給付の受領後（役務の提供委託の場合は、
当該役務の提供を受けた後）に、フリーラン
スに当該給付に関して追加的な作業を行なわ
せることをいいます。
　役務提供の委託契約の解除も、給付の内容
の変更に該当します。発注事業者が給付の内
容に不満でやり直しを求めたとしても、発注
事業者が正当な理由なく給付の内容を明確に
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していなかった場合は、やり直しを求めるこ
とができないことに注意してください。
　もっとも、給付の内容の変更や、やり直し
に必要な費用を発注事業者が負担するなどし
て、フリーランスの利益が害されない場合で
あれば、この禁止行為にはあたりません。
　特に、情報成果物の作成委託の場合には、

提供された給付の内容として適合するかどう
か判断する際に、発注者側の価値判断がどう
しても入ってしまいます。それに至った経緯
等を踏まえて、フリーランスと十分協議した
うえで費用の負担割合を決め、当該割合を発
注事業者が負担するのであれば、禁止行為に
は該当しません。

❻ フリーランスの
就業環境整備に関する注意点

　発注事業者は、フリーランスと「継続的業
務委託」（図表５）を行なう場合に、フリー
ランスからの申出に応じ、就業条件に関する
交渉・就業条件の内容等について、必要な配
慮をしなければなりません。なお、６か月以
上ではない業務委託をした発注事業者には、
努力義務が課せられています。

１　育児介護等と業務の両立に対する配慮

　指針では具体例として、
・・�フリーランスが妊婦検診を受診するための
時間を確保できるようにする
・・�就業時間を短縮する、育児や介護等と両立
可能な就業日・時間とする
・・�オンラインで業務を行なうことができるよ
うにする

といった対応が挙げられています。
　この配慮義務は、発注事業者に対して、フ
リーランスの申出に応じて、申出の内容を検
討し、可能な範囲で対応を講じることを求め
るものです。
　申出の内容を必ず実現することまでを、法
律上求められるものではありません。
　実施しない場合は、実施しない旨の伝達と、
その理由をわかりやすく説明することが求め
られます。もっとも実施しない理由には、も
ちろん合理的なものが必要です。

２　ハラスメント対策に対する体制整備

　発注事業者は、各種のハラスメント行為に
よりフリーランスの就業環境を害することの
ないよう相談対応のための体制整備その他の

業務委託に係る契約を締結した日 期間＝６か月

法の規律4/1 9/30

業務委託に係る契約が終了する日

最初の業務委託の始期 期間＝６か月

法の規律4/1

2か月契約① 2か月契約② 1か月契約③空白期間①
（0.5か月）

空白期間②
（0.5か月）

5/31 6/15 8/14 9/1 9/30

最後の業務委託の終期

１回限りの
業務委託

契約の更新に
より継続して
行なうことと
なる業務委託

基本契約を締結した日 期間（基本契約）＝６か月

法の規律4/1

個別契約②個別契約①

9/30

基本契約が終了する日
基本契約が
締結されて
いる場合

■図表５　継続的業務委託の「期間」のイメージ（業務委託期間６か月の場合）
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必要な措置を講じなければならないとされて
います。
　その体制整備等に必要な措置の具体的な内
容としては、
①�　ハラスメントを行なってはならない旨の
方針の明確化と周知・啓発
②�　相談に応じ、適切に対応するために必要
な体制の整備
③�　業務委託におけるハラスメントへの事後
の迅速かつ適切な対応
が求められます。
　この求められる内容を一言で表わすと、フ
リーランスに対しても発注事業者の従業員と
同様の措置を講ずることが必要である、とい
うことです。
　発注事業者が、もともと労働関係法令に基
づき整備していた社内の相談体制やツール等
を、フリーランスにも同じように活用すれば
よく、新たに特別なツールを作成する必要は
ありません。
　また発注事業者は、フリーランスがハラス
メントの相談を行なったことや、当該相談へ
の対応に協力した際に事実を述べたことを理
由として、業務委託に係る契約の解除その他
の不利益な取扱いをしてはなりません。

３　中途解除の事前予告・理由開示

　６か月以上の契約を解除する場合には、少
なくとも30日前に予告をしなければなりませ
ん。労働基準法が定める解雇予告手当の支払
い義務のような規定はありません。
　また、契約が解除される前に、フリーラン
スから契約解除の理由の説明を求められた場
合には、遅滞なくその理由を開示しなければ
ならないこととされています。
　フリーランスは、一定の契約期間を継続し
ている発注事業者に対しての依存度が高く、
次の仕事先を見つけるため、30日という時間
の猶予を与えるという趣旨です。
　口頭による予告は認められません。契約の
中途解除だけではなく、契約の不更新の場合

にも適用があります。
　フリーランス法の「解除」とは、発注事業
者から一方的に契約を解除することをいいま
す。両当事者の合意解約は、「解除」に該当
しませんが、その合意が、フリーランスの自
由な意思に基づくものであったかを慎重に判
断する必要があります。
　ただし、災害その他やむを得ない事由等に
より予告することが困難な場合には、事前予
告をせずに即時に解除が可能です。
　この困難な場合のひとつに、フリーランス
に責任があることから解除するというものが
あります。
　ただし、これが認められるためには、労働
基準法の「即時解除」が認められる場合と同
等程度に、限定的な理由に限られますので、
簡単に認められるものとは考えないようにし
ましょう。
　また、業務委託契約書に事前の予告なしに
解約ができる、と定められている場合があり
ます。その約定に基づき解約する場合であっ
ても、フリーランス法の「解除」に該当する
ことになります。
　契約書に定めた条項に形式的に該当したと
しても、その理由が、フリーランス法が定め
る30日前までの事前予告が不要となる例外事
由に実質的に該当するものであるかが慎重に
判断されるので、注意する必要があります。
　さらに、継続的業務委託の中途解除を30日
前に予告すれば、何も問題がないということ
にはなりません。
　まず、業務委託を解除する場合、相手方の
不利な時期に解除する場合は、民法上の損害
賠償責任を負う可能性があります。
　さらにフリーランス法でも、発注事業者の
都合により業務委託を解除したことにより、
フリーランスの給付の全部または一部の受領
を拒否した場合は、「受領拒否の禁止」に該
当する恐れがあります。また役務提供の場合
は、「不当な給付内容の変更の禁止」に該当
する恐れがあります。
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参考フリーランスに業務委託する際のチェックリスト
　発注事業者に違反行為があった場合、フリ
ーランスから違反行為が申出されることがあ
ります。申出先は、取引適正化に関しては公
正取引委員会と中小企業庁、就業環境整備に
関しては厚生労働省とされています。
　申出されると、発注事業者は行政の調査を
受けることになります。違反行為が認められ
ると、指導・助言や、必要な措置をとること

を勧告される可能性があります。
　勧告に従わない場合には、命令・企業名の
公表、さらに命令に従わない場合は罰金が科
されるとされています。
　フリーランスに業務委託する際はフリーラ
ンス法に抵触する行為を行なわないように留
意することが必要です。最後にチェックリス
トを掲載しますので参考にしてください。

参考

項目 具体的内容
募
集
時
の
注
意
点

虚偽の表示をしていないか （例）意図的に実際の報酬額よりも高い額を表示していないか □
誤解を生じさせる表示をし
ていないか

（例）報酬額の表示が、あくまで一例であるにもかかわらず、その旨を記載せず、当
該報酬が確約されているかのように表示していないか □

募集条件は正確かつ最新の
内容か （例）すでに募集を終了しているにもかかわらず、削除せず表示し続けていないか □

委
託
時
の
注
意
点

３条通知で定められた取引
条件を明示しているか

①　給付の内容 □
②　報酬の額 □
③　支払期日 □
④　業務委託事業者・フリーランスの名称 □
⑤　業務委託をした日 □
⑥　給付を受領する日／役務の提供を受ける日 □
⑦　給付を受領する場所／役務の提供を受ける場所 □
⑧　（検査をする場合）検査完了日 □
⑨　（現金以外の方法で報酬を支払う場合）報酬の支払方法に関して必要な事項 □

明示を通知する時期は適切
か

取引条件が決定次第、直ちに明示を行なわなければならないことを理解しているか □
未定事項がある場合にはそれ以外の事項を明示し、未定の理由および決定される予
定期日を明示する必要があることを理解しているか □

未定事項が定められたら、早急に「補充の明示」をしなければならないことを理解
しているか □

委
託
後
の
注
意
点

フリーランス法の禁止事項
を把握しているか

フリーランスに責任がないのに受領を拒否すること □
フリーランスに責任がないのに報酬を減額すること □
フリーランスに責任がないのに返品を行なうこと □
通常相場に比べ著しく低い報酬の額を不当に定めること □
正当な理由なく自己の指定する物の購入・役務の利用を強制すること □
自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること □
フリーランスに責任がないのに内容を変更させ、またはやり直させること □

フリーランスの就業環境整
備に留意しているか

育児介護等と業務の両立に対する配慮をしているか □
【ハラスメント対策に対する体制整備】
ハラスメントを行なってはならない旨の方針の明確化と周知・啓発 □
相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 □
業務委託におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 □

中途解除の事前予告・理由開
示について理解しているか

６か月以上の業務委託では、少なくとも30日前に解除の予告をしなければならない
ことを理解しているか □

（編集部作成）


